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B.'ミ ズ ナ ラ用 材 林 作 業 法 に 関 す る 研 究

今 田 盛 生 ・ 柿 原 道 喜

青 木 尊 重 ・ 中 井 武 旬

1緒 言

最近わが国において は、森林資源の不足、木材需要の増大から生産性の向上が叫ばれ、その一

環 として天然生林か ら入工林への林種転換が急速にすすめられている。 しかしその大部分は針葉

樹の短伐期生産を指向したものであるため、将来の森林の保続、森林の保護、木材の需要構造、

あるいは近年、その傾向がいちじるしい労働力の不足などの観点から、広葉樹林育成の必要性が

認められてきている。

ところでミズナラは、北海道のようなきび しい風土条件下に診いても更新の確実性が高く将来

の労働力不足下に論いても比較的省力作業による天然更新によって成林が期待されるとともに、

北海道の広葉樹資源の うち、高蓄積優良材 としての特性をもち、さらに将来、次第に需要が増大

すると推測される大径材生産の可能な樹種である。

したがってこのような ミズナラの樹性を考慮すると、現在における 当面の諸問題の解決、さら

には近い将来起 参うるであろう諸問題への対策、ひいては長期展望に立った遠い将来の予想され

る諸情勢に対処するために、 自然的、経済的、社会的観点か ら、 ミズナラを研究対象 として とり

あげ ることは有意義であると認め、昭和 δ8年 度か らミズナラに関する研究を開始 して現在に至

っている。

本研究の究極の團的は、 ミズナラ用材林作業法の研究細よびそれに関連する ミズナラ用材生産

組織に関する研究によって、 ミズナラ用材生産の基本的組織化をはかることにある。 したがって

当面の研究自的は、つぎの と訟 りである。

肇)作 業法の組織化

作業法の構成要素は、更新法、保育法、伐採法、保護法であるとい う前提のもとに、 ミズナ

ラ用材生産に適 した作業法の組織化を試みる。

ミズナラ用材林をは じめ、広葉樹用材林の保育法は確立されていない。 したがってミズナラ

用材林作業法の組織化を達成するためには、その構成要素である保育法は新たに開発 しなけれ

ばならない。

ま沁 ミズナテ用材林作業法における 保護法としては、 ミズナラの樹性か ら判断 して、保育過

程において 保護的側面を考慮す ることにより諸害からの安全性をほぼ確保できるものと考えら



れ る。 _

したがって保育性については、充分な試験研究を要するため別にとりあげることとし、保護

性は保育性の中に包括 して検討することになるから、作業法の組織化は実質的には、更伐法於

よび伐採法の組織化とい うことになる。これを本研究の簿一の目的としたい。

2)伐 期令の決定i

伐期令の決定は、生産期間の決定であるとともに、保育性の開発を通 じて作芙法組織化に果

す機能は大きい。そこでミズナラ用材生産に適 した伐期令の決定を本研究の第2の 目的に した

し(0

5)体 系的施業技術の開発

本研究の究極の目的を考慮すれば、 ミズナラ用材林の保育法の開発は、保育過程のみにとど

まらず、更新から伐採までの全生産過程に知ける一貫 した体系的施業技術の開発を本研究の第

3の 目的にしたい。

以上が本研究の目的であるか、その研究方法 としては ミズナラの結実量 とその豊凶性、種子散

布、発芽、側圧効果お よび林分構成の調査による基礎研究を行ない、 ミズナラ用材生産の作業法

組織化ない しは基本的組織化に必要な基礎的検討資科を収集する。

その基礎的検討資料にもとついて、上方および側方天然下種更新、主伐天然下種更新、萌芽更

新、択伐などの作業法組織化に関する検討資料を収集 しうる試験研究により、 ミズナラ用材生産

に適 した作業法の組織化をはか り、収穫表を調製して伐期令の決定を行な うとともに、また更新

伐、下種地持、推樹刈出し、除伐、間伐、技打の施業試によって、体系的な施業技術の研究開発

を行なう。

以上のような研究目的於よび方法にもとづき、昭和42年 度に齢いて調査試験を実行 して研究

を行なったが、その研究経過の概要はつぎのとお りである。

fi基 礎 研 究

基礎研 究項 目 としては前述 した とお りであるが、 その うち側圧効果 については 本年度は測定期

にあた らず、明年度に調査結 果を明 らかにす ることに し、林分構成の調査 も行 なわなか ったので、

その他の項 目の調 査結果 について報告す る。

1結 実量お よび豊 凶性

1)林 分結実量

林分結実量調査 は、9.月20日 か ら10日 間 隔 を基準 として5回 行 な ったが、そ の結果は



表一1に 示すとk・りである。種子の落下開飴け9月10日 頃で、10月10日 頃綾での1ケ

月間にすべての種子は落下 したものとみなされる。

2)単 木結実畢

単木結実量調査については、昨年度まで設定 していなかった2本 の調査木を今年度設定 し、

計8本 の調査木をすべて設定 して、種子落下前の9月5～8日 の間に結実量調査対象の標本

枝における 単位部分の着生種子数を調査 した。その結果は表一一2の とおりであるe

3)豊 凶性

結実豊凶性については、昨年度の予備調査結果 と本年度の結果の2年 度のみであるから、

今後数年間の結果によって検討 しなければならないが、2年 度の結果を比較すると、昨年度

よりも今年度の結実景が多 く、今後の結果にもよるが、おお むね昨年度は平作年、本年度は

豊作年 と推測される。

2.種 子 散 布

肇)林 分からの種子散布

林分からの側方種子散布状態を調査するため、9月25Hか ら10日 間隔を基準 として5

回調査 したが、その結果は表一3に 示す とk・りである。

2)単 木母樹からの種子散布

単木母樹からの上方種子散布状態を調査す るため、母樹を中心 として4方 向にそれぞれ傾

斜度が異kる 地形を選定 して、9月2フ ヨから1o日 間隔を基準 として5回 調査 したが、そ

の結果は表一4に 示すとおりである。

蕊 発 芽

肇)立 地要因お よび播種方法 との関係

林地の立地要因お よび播種方法によって、 ミズナラ種子の発芽がどのように変動するかを

虜らかにするため、発芽試験地を設定 して昭和43年1o月 に播種し、42年7月 に発芽数

を調査 して発芽率を算出した。その結果を示す と表一5の とk・りである。

2)林 令 との関係

林令によってミズナラ種子の発芽率がどのように変動するかを明らかにす るため、林分結

実量調査林の種子を調査後採集 して愛冠苗燭に播種した、なお播種は、調査 ヨ溺に行なった

ので、落下時期別の発芽状態もあわせて明らかになるであろ う。



H作 業 法 の 検 討

作業法の検討は、現在継続中の基礎研究結果 と、既往の参考文献などによる充分左検討結果に

もとついて行なわなければならない。 しか し現在においては、基礎研究の結果 も判明せず・参考

文献による検討 も充分ではないので、現段階における 一応の検討結果を報告するにすぎない。

1.更 新 法

ミズナラ用材林造成に適 した更新法は、天然下種更新であると推察される。天然下種更新法

には、側方下種、上方下種、林緑下種方法があり、側方下種診よび上方下種は、種子散布試験

地に散布された種子を利用 して試験中である。 しか しこれ らの下種方法は、いずれ も多量の種

子を更新に活用す ることが困難であり、過密状態の稚苗発生を必要 とするミズナラをはじめ広

葉樹施業には最 も適当とはいえない。

そこでミズナラの天然下種方法 としては、伐期に於けるミズナラ主伐木の全結実量(き わめ

て多量の種子確保が期待できる)を その林地の更新に活用する方法をとり、隣接林分からの側

方下種、保残木からの上方下種は補助的に期待することが得策であると推察される。

したがってミズナラ用材林造成に適 した更新法は、優良種子(主 伐木は自然または人為的に

淘汰されたものであり、 したがってその種子 も優良形質の素質をもつ種子であると考えられる

)の 均一かつ多量の下種が確保でき、 きわめて過密状態の稚苗発生が期待できる主伐木からの

天然下種、いわば"主 伐天然下種"で あると推察される。

2.伐 採 法

伐採法は更新法お よび林分造成過程と密接な関連性がある。更新 との関連性においては・ ミ

ズナラが陽性樹種である関係上、更新面に充分な陽光が投射されること(た だし発芽過程にお

いてはそれほ ど充分な陽光を必要 としないが、発芽後の発育過程に齢いては充分な陽光を必要

とするものと考えられる)が 要求される。

また林分造成過程 との関連性においては、幼壮令期までは通直な主軸および充分な枝下高の

形成、細枝性などを助長することによって、形質生長促進に主眼がおかれるため、常に過密の

林分密度を維持するとともに、上層林冠が単層を構成 していることが要求され る。

以上の点を考慮するとともに、施業実行上の諸問題から判断すると、 ミズナラ用材林造成に

適 した伐採法は皆伐法であると推察される。

乙 作業法組織



作業法の構成要素である保育法お よぴ俣誰法は、前述のと於 り別に検討す るものとするが、

さきの更新法お よび伐採法の検討結果から判断すると、更新法は主伐天然下種更新、伐採法は

皆伐が最も適当と考えられる。

そこでミズナラ用材林作業法としては、皆伐による主伐天然下種更新法が最 も合理的である

と推察される。 しか し他の更新法、伐採法についてもさらに検討を加え、最も合理的な作業法

を明らかに してゆ く予定である。

W伐 期 令

ミズナ ラ林 分収穫表 に もとついて、材積収穫最 多の伐期令 を算出す る と、28年 に なる。 しか

し収穫表 に よれば28年 生の ミズナ ラは、 その平均 駒高直径が8躍 内外 で坑木、パル プ材 として

利 用され るにす ぎず、 きわめて不利 とい わねばな らない。そ こで インチ材原木を対象 とす る工芸

的伐期令 夢 よび全 員収穫最 多の伐期令 を検討す ると120年 となる。 したが って現段階 に劃 ける

適正 な伐期令 は、120年 と想定 している。

前述 した よ うに、伐期令 の決定 は、生産期 間の決定 である とともに、主伐時期 に知 ける林分(

ま たは材木)の 質的、量的構 成を明確化す る ものであるか ら、 この120年 伐 期 とした場合の主

伐林 分の構成 を現段階 に訟いてはつ ぎの ように想定 してい る。

a)平 均樹高:39～21!コ

b)平 均 枝下高:7～8m

c)平 均 胸高直径:40～58an

d)成 立 本数:ha当 り250～500本

e)幹 材 積:ha当b300～550㎡

V施 業 法

ミズナラ明材林造成には、更新伐下種地持、稚樹刈出、除伐、間伐、枝打を必要 とするが、下

種地持は昭和45年 度に試験地を設定する予定であb、 除伐、枝打は43年 度が測定期にあたっ

ているから、本年度作業を実行 した更新伐、稚樹刈出、間伐について報告する。

/更 新 伐

ミズナラ用材林造成に適 した更新法 としては、"主 伐天然下種"で あると推察され、その主

伐(皆 伐)時 期を完熟種子の落下後 とすることが得策 と考え られるが、それを実証す るため、

完熟種子の溶下前後に皆伐 して試験地を設定 した。



試験塊の位羅は、本演習林の39林 務であll、種子薦丁前の皆伐試縫地蘇稽渡G.60haで7

～8月 に皆伐 し、落下後の皆伐試験面積はa3命aで 、落下後冬期間は伐採せず、6～ ア月頃

皆伐する予定である。なお両者 とも繰返 し3回 として5プraッ トに分画 したが、その設農状況

は図一1の とお・りである。

ところで、天然下種藁新を期待する場合には、伐採時期 とともに伐採木の搬出お よぴ下種地

持の時期が更新の成否に大きく影響するものといわれている。 したがって本試験地は、伐採木

搬出お よび下種地持(た だ し下種準備地持としての枝条整理程度)の 時期別の更新状態 もあわ

せて調査するものとして、図一1の 各プロヅトをさらに4個 に細分して

宏 伐採直後搬出、同時に枝条整理するもの

2.伐 採直後搬出、翌年5月 までに枝条整理するもの

5.伐 採直後搬出、翌年9月 までに枝条整理するもの

峨 伐採直後搬出、枝条整理 しないもの(対 照区)

の4方 法の処理を行ない、その更新状態の差異を明らかにして、適正な伐採時期 と伐採後の更

新施業 との関連性について検討したい。

2.稚 樹 刈 出

昭和48年8月 に設定 した試験地の標本木調査を2年 後の4o年8月 に実行 したが、その結

果は表一6、7、8に 示す とおりであるe

分析の結果、年平均樹高語よび直径生長量には、処理効果が認められなかったo年 平均枝張

伸長景には処理効果が認められ、全刈す ると枝張がいちじるしぐ大きくなるが、いずれの筋刈

を行なっても無処理の場合 と差がないことが明らかになった。

5.間 伐

一般に間伐は、優良林分造成を昌標 とした保育技術であるとともに、間伐対象林分の地利あ

るいは間伐木の利用程度によっては、伐期にいたるまでの前収入をあげる叙穫技術であるとも

いえる。 したがって間伐技術の検討に齢いては、林分ないしは林木の保 育的側面 と間伐木の取

穫的側面の関連性を考慮すべ きであろ う。

このような観点から、 ミズナラ林間伐 の収穫事業的実験 として、昭和42年 像2月 に本演習

林第1林 班の59年 生 ミズナ ラ2次 林に実験地を設定 し、5程 度の異なった間伐率によって間

伐を行ない、間伐木を山土笏葦で搬出 した。

1)間 伐方法は、間伐後の残存上層木本数によって規整 し



(a)強度 間伐:上 層木をha当 り600本 残 存させ るよ「うにす る。

(b)中度 間伐:上 屑木をha当 り800本 残 存させる よ うにす る。

(c)弱産 間伐:上 層木をha当 り1,000本 残 存 させ るよ うにす ろ。

とい う3方 法で ある。

2)渓 材は、本実験 地の材 木構 成を考慮 して、坑木材お よびパル プ材 を生産 す るもの としてそ

の方法は表一9に 示す とお りであ る。なお 採材 の優先 順位 はA→B→Cと した。

3)間 伐前後の林分構成は表一10に 示 す と知 りで、間伐程 度の規 整を間 伐木選定 の実行上 の

容 易さを考慮 して残存上層木本 数 と したため、 間伐前 の林 分構 成の差異 によ り材積間伐率 お

よび本数間伐率が不整に なってい る。

4)間 伐材積、収穫材積、利用率を間伐程 度別に示す と表一11の と於 りであb、 いずれ も高

い利用率を示 してい るこ とは注 目すべ きで あろ う。ha当 り2,000本 以 上 の壮令 ミズナ ラ2

次 林 では、林木相互間 の側圧効果に よって、梢頭部まで主 軸が確定 され てい るとともに、 す

でに枝下高 も平均5～7皿 程度形成されているため、 この よ うな高い利用率 にな った もの と

考え られ る。

5)本 実験 の結果は、九大演集25号 に発表の予定であ るか ら、以上 の結果 の詳細k・ よび選木

作業 細 よび伐 出作業組織、収穫結果(収 穫額)な どについては、 ここでは省略 す る。

昭 和42年 度 の 研 究 報 告

1)今 田 盛 生:ミ ズナラ用材林施業法(1)

一 ミズナ ラ用材林施業 を とりあげた動機一 北方林業19(4)1967 .4

2)今 田 盛 生:ミ ズナ ラ用材林施業法(皿)

一 更新法一 北方林業19(ア)1967 .7

5)今 田 盛 生:ミ ズナラ用材林施業法(璽)

一 伐採法一 北方林業19(8)1967 .8

4)今 田 盛 生:ミ ズナ ラ用材林施業法(IV)

一 保 育施業 の要件一 北方林業19(9)1967 .9

5)今 田 盛 生:ミ ズナ ラ用材林作業法 に関す る研究(1)

7ミ ズ ナ ラ稚樹 刈出一16回 日林支講1967.11

6)今 田 盛 生:ミ ズナ ラ用材 林作業 法に関する研究(1)

一 稚幼期 の生長 にお よぼす測圧効果一 九大演集 癒221968 .1

7)今 田 盛 生:ミ ズナ ラ用材 林作 業法 に関する研究(ll)

一 ミズナ ラの結実 量(予 備調査)一 九大演集A6 .221968.1



表・一餐 林 分 結 実 量 謂 査 結 果

表一2単 木 結 実 量 調 査 結 果
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表一5各 試 験 地 の発 芽 率(%)

図一1更 新伐試験地の設置状況



表一6年 平 均 樹 高 生 長 量(em)

(注)T、:全 刈区 丁2:保 育筋筋刈区(従 来 の筋 刈法)

T3:放 置 筋筋刈区(保 育筋は そのまま とし、従来 の放置筋 を一 律 に筋刈す る。

T4:対 照 区

表一7年 平 均 直 径 生 長 量(ma)

表一一・8年 平 均 枝 張 伸 長 量(on)



表一・9櫟 材 方 法

表一 層 間伐材積 ・収穫材積 。利用率

表一10間 伐 前 後 の 林 分 構 成


